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「地域自治組織のあり方に関する研究会」報告書 概要

○ 地域の住民が主体となって「地域運営組織」を形成し、
地域の課題解決に向けた取組みを行う様々な事例が全
国的に拡大。都市部でも活発化。

（例：高齢者等の暮らしを支える活動、公的施設の管理、保育サービ
ス・一時預かり等）

○ 地域の良好な環境や地域の価値の維持・向上のため、
地域の住民・事業主・地権者等が主体となった 「エリアマ
ネジメント」が各地で進められている。

（例：街並み規制・誘導、施設・公園等の管理、空地・空家の活用、防
犯カメラやセキュリティシステム導入等）

○ 「認可地縁団体制度」は、保有不動産等のトラブルを防止し、自治会等の活動をしやすくするために設けられた簡便な法人制
度（H3地方自治法改正）。自治会、町内会等の「地縁による団体」が市町村長の認可により権利能力（法人格）を取得。

（参考） 地縁団体総数 296,800団体（H30.4.1現在）、認可地縁団体総数 51,030団体（H30.4.1現在） （総務省調べ）

○ 認可地縁団体の活動が制度創設時から変化し、幅広い活動が行われるようになっていることを踏まえ、検討の方向性を提示。

○ フリーライド可能な活動について費用負担を求める仕組みとしての地域自治組織の可能性について、今後の検討課題を整理。

○ エリアマネジメント、地域運営組織の活動の観点から、
以下の意見、指摘がある。

現行の地縁型の法人制度について、地域運営組織の多様
な活動実態を受けとめることができるよう、法人制度の見直
しが必要。

中にはフリーライド可能な性質の活動があり、私的組織で
は費用負担を求める仕組みとして課題がある。

基本認識

課
題

検討の方向性・今後の検討課題

設立目的は、現行制度で前提とされている不動産等の保有予定の有無にかかわらず、「地域的な共同活
動」に拡大することを積極的に検討すべき。

代表者以外の役員への代表権付与について、導入は差し支えないとの意見の一方、簡便な制度である
ことを踏まえ運用で対応すべきとの意見あり。
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委員は、内閣総理大臣が任命することとされており、３０人以内で構成。任期は２年で国会議員、地方公共団体の議会の議員、地方公共団体
の長等及び学識経験者により構成。

１．概 要

地方制度調査会は、地方制度調査会設置法により、内閣総理大臣の諮問に応じて地方制度に関する重要事項を調査審議するため、昭和２７年
１２月、総理府（現：内閣府）に設置。
平成３０年７月５日に、第３２次地方制度調査会の第１回総会が開催され、総理より諮問。

２．委 員

３．諮 問

人口減少が深刻化し高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃から逆算し顕在化する諸課題に対応する観点から、
・ 圏域における地方公共団体の協力関係、
・ 公・共・私のベストミックス
その他の必要な地方行政体制のあり方について、調査審議を求める。

（任期：H ３０ . ７ . ５～ H ３２ . ７ . ４）

委員

第３２次地方制度調査会について

第２回総会時点（H３０．１２．１８時点）
【学識経験者１８名】 【国会議員６名】
飯 島 淳 子 東北大学教授 あかま 二 郎 衆議院議員

◎ 市 川 晃 住友林業（株）代表取締役社長 井 上 信 治 衆議院議員

伊 藤 正 次 首都大学東京教授 坂 本 哲 志 衆議院議員

太 田 匡 彦 東京大学教授 武 内 則 男 衆議院議員
大 橋 真由美 成城大学教授 江 島 潔 参議院議員

大 屋 雄 裕 慶應義塾大学教授 二之湯 智 参議院議員
〇 大 山 礼 子 駒澤大学教授

岡 崎 浩 巳 地方公務員共済組合連合会理事長 【地方六団体６名】
宍 戸 常 寿 東京大学教授 古 田 肇 岐阜県知事（全国知事会）

勢 一 智 子 西南学院大学教授 柳 居 俊 学 山口県議会議長（全国都道府県議会議長会会長）
田 中 里 沙 事業構想大学院大学学長、（株）宣伝会議取締役 立 谷 秀 清 福島県相馬市長（全国市長会会長）

谷 口 尚 子 慶應義塾大学准教授 山 田 一 仁 札幌市議会議長（全国市議会議長会会長）

牧 原 出 東京大学教授 荒 木 泰 臣 熊本県嘉島町長（全国町村会会長）
武 藤 博 己 法政大学教授 櫻 井 正 人 宮城県利府町議会議長（全国町村議会議長会会長）

村 木 美 貴 千葉大学教授
★ 山 本 隆 司 東京大学教授 （ 委 員 ３ ０ 名 ）

横 田 響 子 （株）コラボラボ代表取締役
渡 井 理佳子 慶應義塾大学教授 （◎：会長、○：副会長、★：専門小委員会委員長）
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